
担当 電話

（出資割合 ）

① ② ③

④ ⑤ ⑥

〒 電話

（詳細については事業評価シート参照）

[No.]　[主要事業名]　（該当ページ）　

[設立・出資目的と当該事業との具体的な関連性]

① ②

÷ 総支出

(3)主要事業の有効性 （出資・設立目的に対して事業効果は、十分出ているか）

(4)主要事業の質・量 （出資・設立目的の達成のために、必要十分な事業が実施されているか）

役員 10歳代 4 年
常勤理事 20歳代 3 年
常勤監事 30歳代 1
非常勤理事
非常勤監事 理事長

職員
常勤管理職
常勤一般職
非常勤職員

0 0 0 0

本市派遣プロパーその他

出ていない

(2)総支出に占める事業支出割合 100.0%

評価

理由

評価

(主要事業支出合計 6,031,051千円 6,031,052千円)

十分出ている ■高める余地あり

0

理由

R02.4.1時点

実施されている ■一部見直す必要がある □

R03.4.1時点
25
25

R2.6

10 9

0

3 職員総数の推移(人)

歳

1
4

令和4年4月1日現在(単位：人)

代表権のある役員の
就任年月

役員の任期

　会員アンケートを定期的に実施して多様化する会員ニーズを適切に把握し、より効果的な事業の在
り方について適宜検証を行っていく必要がある。中小企業等の福祉の増進や振興発展への寄与といっ
た設立目的達成のため、今後も会員数の維持・拡大に努めつつ、引き続きサービスの向上に努めてい
く必要がある。

実施されていない

本市OB

３　団体職員・構成員等

□

50,000千円

昭和50年(1975年)3月1日

 札幌市内の中小企業事業主及び従業員
の福祉の増進や、個々の企業で整備す
るには負担を伴う退職金制度等の整備
を目的として、札幌市と札幌商工会議
所等が主体となり設立された。

011-211-2352原田

財団法人札幌市中小企業共済センター

設立

札幌市 (50.0%) 北洋銀行 (22.0%) 札幌商工会議所 (10.0%)

札幌市中央区北1条西2丁目 北海道経済センター6階

北海道の認定を受け公益財団法人に移
行

経済観光局産業振興部経済企画課
（公財）札幌市中小企業共済センター

代表者 理事長（常勤）　蔀　研治（市OB）

（公財）札幌市中小企業共済センター

平均年齢

0

□□

　当該団体の福利・退職金共済制度により、従業員にとっては生活基盤の安定や健康で豊かな生活、
事業主にとってはアウトソーシングによる事務負担の軽減や節税対策など、労使共にメリットを享受
することが可能となっており、団体の設立目的に沿った事業効果が生まれている。働きがいのある職
場環境の整備に有効な手段である当該制度をより広めるため、今後も会員数の維持・拡大を図り、会
員ニーズに合わせたより一層のサービス向上が必要と考えられる。

060-0001 011-221-3060

特定退職金共済事業
及び事業主年金等共済事業(8ページ)

　従業員の退職後の生活基盤安定のための特定退職金共
済制度、事業主・法人役員・事業主と同一の生計を営む
家族従業員が加入できる事業主年金等共済制度の２事業
を実施している。

(1)

福利共済事業(6ページ)

団体所在地

２　実施事業

　中小企業に勤務する勤労者とその事業主等に対して、総
合的な福利共済事業を実施している。
（余暇活動支援事業・健康維持管理増進支援事業・自己啓
発及び研修・表彰支援事業などの６事業）

主な出資者

令和４年度　出資団体評価シート
１　基本情報

団体名

設立年月日

設立・出資目的

基本財産

(10.0%) 北海道銀行 (8.0%)

所管課

記入者

昭和50年(1975年)3月26日

本市出資額

出資年月日

昭和50年

平成25年

25,000千円 50.0%

沿
革

総数

9

25

50歳代
60歳代

プロパー職員の年齢構成
理事40歳代

0 0

1 0 0 監事

6
2

1

2 0

2
4

43.7

（公財）札幌市中小企業共済センター



※数字は団体決算ベース（金額単位：千円）

経常収益(a)

経常費用(b)

うち管理費等(c)

うち人件費(d)

当期経常増減額(e)

当期正味財産増減額(f)

資産(g)

流動資産(h)

固定資産(i)

うち基本財産(j)

負債(k)

流動負債(l)

固定負債(m)

正味財産(n)

借入金残高(o)

R3年度決算の概要　

区分

※詳細は、別添の貸借対照表、正味財産増減計算書を参照。

※数字は札幌市決算ベース（金額単位：千円）

 市委託料

市業務委託料

うち随意契約

市指定管理費

うち非公募

（参考）再委託額

うち市業務委託分

再委託率

 損失補償等限度額

 損失補償契約等に係る債務残高

 （参考）市施設利用料金収入

うち非公募

４　財政状況

（経常収益比）

(0.9%) (＋15,354)

(2.1%) (▲ 8,752)

(＋176,562)

(＋207,248)

（前年比）

財
務
状
況

正
味
財
産
増
減
計
算
書

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経
常
増
減

(100.0%)

(＋24,096)

(＋1,080,183)

(▲ 30,686)

貸
借
対
照
表

(＋1,104,279)

(0)

(0)

0

0

５　本市の財政的関与

（前年比）R2年度決算

(▲ 30,686)

(＋10,814)

(0)

(▲ 4,627)

(＋1,098,092)

(0)

(＋1,093,465)

0

763,966

 市貸付金

(0)

(0)0

(0)

(0)

(0)

(0)0

0

0

0

0

0

50,000

48,667,599 49,761,064

450,402

49,310,662

967,996

(0)

(0)

(0)

0

0

(0)

(0)

0

0

0

0

　期末会員数が前年度より1,291名純増したことにより、受入退職掛金は150,234千円、受取福利会費は
8,921千円の増収となった。また、退職積立金の運用委託生命保険会社各社の決算の結果、特定資産の
運用益は、前年より21,791千円増の462,018千円となった。これらにより、経常収益の合計は、前年度
より176,562千円増の6,041,885千円となった。

　経常費用増加の主な要因は、会員数の増加により、委託生命保険会社への支出である退職金等共済給
付費用が169,450千円増、コロナ禍に対応した事業の利用者増加により支払利用助成金が8,108千円増と
なったためである。また、福利厚生事業（おうち時間も全力サポート！）の実施回数増加により広告料
が20,070千円増、基幹系システム刷新のためのコンサル委託により委託費が17,890千円増となった。こ
れらにより、経常費用の合計は前年度より207,248千円増の6,031,052千円となった。

当期収入の増減、収支の状況、資産・負債の大幅な変動の要因等

0

0

R2年度決算

5,865,323

5,823,804

39,152

135,103

41,519 10,833

10,833

50,729,060

R3年度決算

6,041,885

6,031,052

54,506

126,351

41,519

49,624,781

(0)

(0)

区　分

区　分

0

 市貸付金残高

 市補助金・交付金・負担金

R3年度決算

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

48,860,815

788,062

49,940,998

50,000

455,029

48,212,570

957,182

0

（公財）札幌市中小企業共済センター



６　財務指標に基づく評価

剰余金(n-j)

自己資本比率(n÷g)

流動比率(h÷l)

固定比率(i÷n)

借入金依存度(o÷g)

職員一人当り経常収益

職員一人当り管理費

市依存度（収入）

市財政的関与割合(収入）

(注１)市収入＝市補助金・交付金・負担金＋市業務委託料（随意契約分）＋市指定管理費（非公募分）＋市施設利用料金収入（非公募分）

(注２)市収入＝市補助金・交付金・負担金＋市業務委託料＋市指定管理費＋市施設利用料金収入

７　「札幌市出資団体の在り方に関する基本方針」に基づく具体的な行動計画の評価

　※1詳細については具体的な行動計画（別冊子）を参照

　※2指標の実績値は各年度末時点のもの

(1)出資・出捐

No.

目標

実績

評価
未達成理由と今後の対応（直近年度の目標が未達成の場合のみ記載する）

25,000千円
出資比率

50％

達成

ここでは、具体的な行動計画(※1)で示した取組目標について、年度ごとの指標(※2)の達成状況とその評価を行う。

　○取組目標 現状値
（Ｒ２年度）

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 備考
　指標名
○市出資比率の見直し

① 市出資比率

167.9% 175.0% (＋7.1%) 流動資産÷流動負債

5104.7% 5159.2% (＋54.6%)

⑴健全性

907,182 917,996 (＋10,814)

理
由

　自己資本比率については、会員への退職金等の支払財源であり固定負債に計上している退職金等共
済給付引当金に対応する退職金等共済積立資産が、算定基礎となる資産総額の大半を占めていること
から、1.9％と低い水準になっている。
　しかしながら、当該団体が保有する特定資産については、資産運用規程を遵守した安全・堅実な運
用に努めており、債務超過や累積欠損・借入れもなく、退職金等の支払能力を示す留保率も100％以上
を維持しているなど、財務状況は概ね健全であると評価できる。会計監査人による監査報告での指摘
事項はなく、公益法人が遵守すべき法的要件である財務３基準(収支相償・公益目的事業比率50％以
上・遊休財産額保有制限)についても適合している。
　生産性に関しては、管理費に係る数値が前年度から変動しているが、基幹系システム開発に伴う委
託費等の一時的な増加によるものであり問題なく推移しており、自立性に関しては、依存度及び財政
的関与割合ともに0％となっている。

⑶自立性
市収入(注1)÷経常収益

管理費等÷職員総数

人件費÷経常収益

健全性の評価 高い

管理費率(経常収益比)(c÷a) 0.7% 0.9% (＋0.2%)

0.0%

□ 非常に高い □

0.0% (0.0%)

0.0% 0.0% (0.0%)

市収入(注2)÷経常収益

□□

項　目

前年比較減

前年比較増

R3年度 (前年比)

⑵生産性

234,613千円 241,675千円 (＋7,062千円)

1,566千円 2,180千円 (＋614千円)

2.1% (▲0.2%) 前年比較減

評価基準

0.0%

人件費率(経常収益比)(d÷a)

R2年度

（金額単位：千円）

前年比較減

管理費等÷経常収益

経常収益÷職員総数

備　考

固定資産÷正味財産

前年比較増

≧50％

≧150%

≦100％

0.0% (0.0%) 借入金残高÷資産

正味財産-基本財産

1.9% 1.9% (▲0.0%) 正味財産÷資産

2.3%

前年比較減

■ 概ね健全 やや低い 低い

前年比較減

前年比較減

25,000千円
出資比率

50％

25,000千円
出資比率

50％

12,500千円
出資比率

25％
25,000千円
出資比率

50％

（公財）札幌市中小企業共済センター



(2)人的関与

No.

目標
実績
評価
目標
実績
評価
目標
実績
評価

(3)団体の活用

No.

目標
実績
評価

(4)更なる経営の安定化

No.

目標
実績
評価

○安定的な制度運営及び団体の自立性の維持に要する一定規模の会員数確保

① 期末会員数
達成

86,700人86,700人
86,535人

86,700人
87,826人

　指標名

未達成理由と今後の対応（直近年度の目標が未達成の場合のみ記載する）
　R3年度はコロナ禍の影響により、福利共済事業の一部中止や開催形態変更などを余儀なくされ、ま
た、緊急事態宣言等によりスポーツ施設等の利用助成対象施設が一時閉鎖されたこともあり、利用者
数が伸び悩んだことで会員への還元が思うように進まなかった。今後の対応としては、「withコロ
ナ」を前提として、感染状況に左右されずに開催できるオンライン型の事業を引き続き推進しつつ、
感染状況を見ながらイベントを再開するほか、利用者数増加に向けた改善（慶弔金制度見直し、イン
フルエンザ予防接種助成施設の拡大など）を実施し、目標達成を図る。
　退職金共済事業については、積立金の安全堅実な運用の維持が最大の責務であることから、積立金
運用委託先の生命保険会社より決算説明を受け、資産運用方針等のヒアリングを行っている。また、
同業他団体と情報交換を行い、多角的、客観的視点からも生命保険会社の経営状況に注視し、安全・
堅実な運用に努めている。

　○取組目標 現状値
（Ｒ２年度）

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 備考
　指標名

福利共済事業への還元率
未達成

○適切な人的関与の継続

① 市派遣職員数
0人 0人 0人

0人 0人
達成

　○取組目標 現状値
（Ｒ２年度）

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 備考
　指標名

84.70%
90%90%90%

○福利共済事業の拡充及び退職金共済事業における資金運用の安全性確保

1人 1人 1人

86.80%

未達成理由と今後の対応（直近年度の目標が未達成の場合のみ記載する）

　○取組目標 現状値
（Ｒ２年度）

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 備考

①

未達成理由と今後の対応（直近年度の目標が未達成の場合のみ記載する）

③ 市職員の評議員への就任数 1人 1人
達成

② 市職員の理事への就任数
1人 1人 1人

1人 1人
達成

（公財）札幌市中小企業共済センター



(5)団体統制

No.

目標
実績
評価
目標
実績
評価

(6)札幌市の施策との連動

No.

目標
実績
評価

ホームページ公開情報
ホームページアドレス

Eメールアドレス

【経営状況等】
■ 定款 ■ 役員名簿 □ 団体機構図 ■ 事業計画書 ■ 予算書
■ 事業報告書 ■ 決算書 □ 中長期的な経営計画

【事業情報等】
■ 実施事業（イベント）情報 □ 管理施設情報
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

ホームページ以外の情報媒体

※特記ない限り、本評価シートの情報は令和４年7月1日現在のものです。

未達成理由と今後の対応（直近年度の目標が未達成の場合のみ記載する）

未達成理由と今後の対応（直近年度の目標が未達成の場合のみ記載する）

　○取組目標 現状値
（Ｒ２年度）

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 備考
　指標名
○市内企業の受注機会の拡大

100% 100% 100%
100% 100%①

市内企業からの物品調達
割合（金額べ―ス）

② 職員研修の実施回数
8回 8回

8回 8回
達成

8回

① 実施
実施

外部監査の実施

制度案内パンフレット、会員情報誌「さぽさぽ」、利用ガイドブック「さぽガイ
ド」
twitter、YouTube、インターネット広告、LINE公式アカウント

広報誌・冊子の発行：

s_kyosai@support-sapporo.or.jp
http://www.support-sapporo.or.jp/

８　情報公開等の状況

　指標名

達成

○①団体運営の透明性の確保　②不祥事防止対策
実施 実施

実施
達成

　○取組目標 現状値
（Ｒ２年度）

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 備考

（公財）札幌市中小企業共済センター



１．事業概要

２．実施結果

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

⑵事業目的
札幌市内及びその近隣の中小企業に勤務する勤労者とその事業主等に対して、総合的な福利共
済事業を行うことにより、中小企業勤労者等の福祉の増進と中小企業の振興発展に寄与するこ
と。

⑶事業開始

(＋34,189)
(＋21,101)
(＋13,088)
(▲ 28,090)
(▲ 5.45%)

1,000
5事業
90.0%

①余暇活動支援事業
　会員が家族と充実した余暇を過ごすことにより、心身のリフレッシュを図り心
豊かな生活を送れるよう支援する事業
　・演芸会やコンサート、親子レクリエーションや遊園地特別助成などの自主事
業
　・道内レク・娯楽施設の入園助成やチケット購入などの助成事業
②健康維持管理増進支援事業
　健康維持・増進・予防のための健康診断や健康増進のための各種事業、施設の
利用を促進する事業
　・健康管理（健康診断・人間ドック・インフルエンザ予防接種などの助成）
　・健康増進（各種スポーツ大会などの自主事業、スキーリフトやスポーツクラ
ブ、体育館利用などの助成事業）
③自己啓発及び研修・表彰支援事業
  会員と家族の自己啓発・研鑽のためのセミナー等の助成や勤労意欲の向上と企
業の発展を支援する事業
　・業界や企業の発展に貢献した事業主や会員に記念品を贈呈する自主事業
　・経営等セミナー、生涯学習講座、オンライン学習講座などの助成事業
④生活安定支援事業
　・会員の生活基盤の確立を支援するための融資あっせん事業
　※各金融機関の一般商品とあっせん利率に大きな差がないこと等から、融資
あっせん件数及び実行件数ともに低調に推移していることを踏まえ、新規あっせ
ん申込の受付を令和２年３月末で終了した。
　・日常生活をサポートするため、会員証提示等により利用できる割引指定店事
業（えらべる倶楽部ライフ）
⑤慶弔金贈呈事業
　会員と家族の慶弔に際し、結婚祝金・永年勤続慰労金など10項目の慶弔金を贈
呈する事業
⑥加入促進活動及び情報提供事業
　・未加入の中小企業者及び中小企業勤労者等に対し制度のPRなどを行い、加入
促進を図る事業
　・会員及び未加入者に対し、会員情報誌の配布や各事業の実施、制度の内容、
事務取扱改訂及び財務内容等の情報を提供・公開する事業

1,626
R4年度目標

5事業
90.0%

(0)
(0)
(0)

(＋8,921)
(▲ 2,822)

融資あっせん事業の融資件数（件）

➊
➋
➌ 慶弔金贈呈事業の給付金額（千円）
➍

会員数（人）

厚生事業の参加利用者数（人）

➌ 福利共済事業の会員への還元率
➍

慶弔金贈呈事業の給付件数（件）

ホームページアクセス件数（件）

昭和50年（1975年）３月１日

190,000

20,573

0
629,992

R3年度目標

2,502
592,371
546,916
45,455

新規受付停止

R4年度目標
86,700
22,053

283,350
261,311

新規受付停止 新規受付停止

⑶成果指標

新規受付停止

R3年度実績
87,826
20,530

281,920
250,934

86,700
R3年度目標

301,700
276,122

86,535
20,500

283,715
229,626

➎

130,000
86.8%

128,824

事業目的に対して事業の効果は

0
0

621,071
5,324

558,182
525,815
32,367
68,213

112.22%
R2年度実績

1,317
5事業
84.7%

188,357
R2年度実績

（前年比）
(＋6,099)

(0)

⑵
収
支
状
況

　収支状況については、概ね健全な状況といえるが、今後も引き続き、積極的な加入促進活動等による
会員数の維持・拡大に努めるとともに、令和4年度の目標達成に向けて、事業の拡充を図っていく必要
がある。

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

➏ 融資あっせん事業の融資残高（千円） 新規受付停止新規受付停止

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □ 要改善

十分出ている 高める余地あり 出ていない□ ■ □

　福利共済事業に関しては、コロナ禍による利用者の減少に伴い、厚生事業の参加利用者数が目標未達
成となり、また、会員への還元率が目標値を下回ったことから、還元率向上に向けた今後の取組が必要
となる。しかしながら、コロナ禍に配慮したオンライン型サービスの拡充や、事業の開催形態変更を図
るなど、事業目的達成に向けて臨機応変な事業執行に努めていることは評価できる。
会員数については、コロナ禍により訪問活動に影響があったものの、主軸活動となるダイレクトメール
発送とフォローコール、インターネット・リスティング広告等を行った結果、新規獲得会員数および期
末会員数ともに目標を上回った。

新規受付停止新規受付停止

➋ 制度PR事業（単なる誌面広告や協賛広告を除く）
➊ 新規獲得会員数（人）

⑴
事
業
収
支

(

単
位
　
千
円

)

項目

40,123
106.77%

10.5

⑵活動指標

自主事業収入（補助金除く）

R2年度
626,395
10.7

0
0

R3年度
632,494

0
0

R3年度実績
1,784
5事業

0

事業評価 （ 1 ） 福利共済事業（福利厚生事業）<退職金共済事業とセット>

事業所管課： 経済観光局産業振興部経済企画課 担当： 原田 電話： 011-211-2352

⑴事業内容

（公財）札幌市中小企業共済センター



１．事業概要

２．実施結果

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

・加入対象者（退職金受取人）は従業員、生計を別にする家族従業員で、掛金は事
業主が全額負担する（損金算入可）。
・退職金の資金運用は、生命保険会社に委託（平成22年7月に定めた保証利率で新企
業年金保険契約を締結）しており、加算給付額が生じた場合は退職金に加算され

・加入対象者は法人事業主、法人役員、個人事業主、生計を一にする家族従業員
で、掛金は企業が全額負担する（損金不算入）。
・積立金の資金運用は、生命保険会社に委託（平成22年7月に定めた保証利率で拠出
型企業年金保険契約を締結）しており、配当金が生じた場合は積立金に加算され
る。

要改善

退職金の支払能力について、支払資金の留保率は100%以上あり健全といえる。ここ数年はコロナ禍の影
響から加入促進活動に支障をきたしているが、社会経済活動の正常化に伴い、事業規模の維持・拡大に
向けて新規加入対策を展開していく必要がある。

□ 出ていない

R3年度は、コロナ禍が収束しない中、多くの中小企業にとって厳しい経営環境が続いたが、会員数は目
標を上回った。退職金共済事業に関しては、退会者からの請求に対し、確実に退職金の支払いを行って
いるほか、全加入事業所に対し毎年10月に加入者全員の積立状況の通知をするなど、加入者が安心して
働ける職場づくりの実現に向けたサービス向上に努めている。なお、退会者（特退共）の退職一時金の
減額もしくは不支給に対しては、有識者からの意見を求める退職金共済審査会に諮り個別に対応し、事
業の透明性確保にも努めている。
　当事業は、事業所単独で行うことが困難な退職金制度を事業所に代わって実施するものであることか
ら、引き続き、金融・経済情勢や積立金運用委託先の生命保険会社の経営状況を注視しつつ、安全・堅
実な制度運用を行っていくことが期待される。

86,700

6,785 9,050 (＋2,265)
▲ 26,763 ▲ 30,339 (▲ 3,576)

(＋173,059)
5,258,836 5,429,630 (＋170,794)

自主事業収入（補助金除く） 4,795,086 4,945,320 (＋150,234)

⑵
収
支
状
況

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

事業目的に対して事業の効果は □ 十分出ている ■ 高める余地あり

➏ 退職給付積立金留保率（事業主年金等共済） 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
➎ 退職給付積立金留保率（特定退職金共済） 101.08% 101.08% 101.11% 101.11%
➍ 退職金支払率 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
➌ 退職金支払額（千円） 4,204,316 4,119,260 4,107,445 4,191,520
➋ 退職金支払件数（件） 9,685 9,960 9,227 9,481

⑶成果指標 R2年度実績 R3年度目標 R3年度実績 R4年度目標
➊ 会員数（人） 86,535 86,700 87,826

➌ ホームページアクセス件数（件） 188,357 190,000 128,824 130,000
➋ 制度PR事業（単なる誌面広告や協賛広告を除く） 5事業 5事業 5事業 5事業
➊ 新規獲得会員数（人） 1,317 1,000 1,784 1,626

99.49% 99.44% (▲ 0.05%)
⑵活動指標 R2年度実績 R3年度目標 R3年度実績 R4年度目標

⑴
事
業
収
支

(

単
位
　
千
円

)

項目 R2年度 R3年度 （前年比）
5,238,858 5,408,341 (＋169,483)

5,265,621 5,438,680
443,772 463,021 (＋19,249)

0 0 (0)
0 0 (0)

0 0 (0)
0 0 (0)

89.3 89.5

⑵事業目的
　個々の企業が単独で実施することが難しい退職金共済事業を、札幌市内及びその近隣の中小企
業に代わって提供することにより、安心して働ける職場づくりと、将来の生活の安定・充実を図
る。

⑶事業開始 昭和50年（1975年）３月１日

⑴事業内容

①特定退職金共済事業（特退共）
・所得税法施行令（73条）に基づき、国の認可を得て実施。

②事業主年金等共済事業（事業主共）
・事業主等のための任意積立制度。

事業評価 （ 2 ） 特定退職金共済事業及び事業主年金等共済事業<福利共済事業とセット>

事業所管課： 経済観光局産業振興部経済企画課 担当： 原田 電話： 011-211-2352

（公財）札幌市中小企業共済センター



Ⅰ 資産の部

1 流動資産

現金預金 487,105,378 469,290,796 17,814,582

未収金 302,868,037 295,887,360 6,980,677

貸倒引当金　（流動） △ 1,911,800 △1,211,800 △700,000

流動資産合計 788,061,615 763,966,356 24,095,259

2 固定資産

⑴ 基本財産

預金 0 14,000,000 △14,000,000 OK

投資有価証券 50,000,000 36,000,000 14,000,000 OK

基本財産合計 50,000,000 50,000,000 -

⑵ 特定資産

退職金等共済積立資産 49,295,231,810 48,198,476,906 1,096,754,904 OK

過年度退職給付未払金支払準備金積立資産 40,740,511 40,690,396 50,115 OK

退職給付引当資産 14,022,790 13,650,448 372,342 OK

減価償却引当資産 101,267,392 98,306,512 2,960,880 OK

災害見舞金等積立資産 350,000,000 350,000,000 - OK

経営安定資金積立資産 65,000,000 65,000,000 - OK

融資あっせん事業預託原資積立資産 8,500,000 25,500,000 △17,000,000 OK

特定資産合計 49,874,762,503 48,791,624,262 1,083,138,241

⑶ その他固定資産

建物 394,168 453,950 △59,782 OK

什器備品 1,266,806 1,883,292 △616,486 OK

ソフトウェア 2,313,284 3,638,368 △1,325,084 OK

リース資産 3,278,388 4,237,916 △959,528

電話加入権 602,000 602,000 - OK

敷金 8,372,000 8,372,000 - OK

共済掛金積立金 8,400 3,600 4,800

その他固定資産合計 16,235,046 19,191,126 △2,956,080

固定資産合計 49,940,997,549 48,860,815,388 1,080,182,161

資産合計 50,729,059,164 49,624,781,744 1,104,277,420

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金 448,286,808 452,900,155 △4,613,347

リース債務 947,782 922,002 25,780

預り金 1,142,119 1,152,688 △10,569

仮受金 5,400 34,400 △29,000

未払法人税等 20,000 20,000 - OK

流動負債合計 450,402,109 455,029,245 △4,627,136

貸　借　対　照　表

令和４年３月31日現在

（単位 ： 円）

科　　目 当年度 前年度 増　　減

-　12　-



（単位 ： 円）

科　　目 当年度 前年度 増　　減

2 固定負債

リース債務 2,401,817 3,349,599 △947,782

退職金等共済給付引当金 49,294,237,275 48,195,569,886 1,098,667,389

退職給付引当金 14,022,790 13,650,448 372,342

固定負債合計 49,310,661,882 48,212,569,933 1,098,091,949

負債合計 49,761,063,991 48,667,599,178 1,093,464,813

Ⅲ 正味財産の部

1 指定正味財産 　

出捐金 50,000,000 50,000,000 -

指定正味財産合計 50,000,000 50,000,000 -

（うち基本財産への充当額） ( 50,000,000 ) ( 50,000,000 ) ( - )

（うち特定資産への充当額） ( - ) ( - ) ( - )

2 一般正味財産 917,995,173 907,182,566 10,812,607

（うち基本財産への充当額） ( - ) ( - ) ( - )

（うち特定資産への充当額） ( 566,502,438 ) ( 582,403,928 ) ( △15,901,490 )

正味財産合計 967,995,173 957,182,566 10,812,607

負債及び正味財産合計 50,729,059,164 49,624,781,744 1,104,277,420

-　13　-



Ⅰ 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部

⑴ 経常収益

① 基本財産運用益 5,205 5,966 △761

基本財産受取利息 5,205 5,966 △761

② 特定資産運用益 462,017,993 440,227,464 21,790,529

特定資産受取利息 462,017,993 440,227,464 21,790,529

③ 受入退職掛金 4,945,319,400 4,795,085,800 150,233,600

受入退職掛金 4,857,438,552 4,709,472,356 147,966,196

受入団体事務費 87,880,848 85,613,444 2,267,404

④ 受取会費 629,992,200 621,071,400 8,920,800

受取福利会費 629,992,200 621,071,400 8,920,800

⑤ 雑収益 4,549,710 8,932,565 △4,382,855

受取利息 1,200 5,838 △4,638

受取広告料 2,469,000 5,047,000 △2,578,000

受取配当金 27,685 35,580 △7,895

退職金等共済給付費用未払金戻入益 46,790 727,227 △680,437

退職金等共済給付引当金戻入益 994,535 2,907,020 △1,912,485

返戻不能会費収益 2,000 - 2,000

その他雑収益 1,008,500 209,900 798,600

経常収益計 6,041,884,508 5,865,323,195 176,561,313

⑵ 経常費用

① 事業費 5,976,546,395 5,784,651,689 191,894,706

役員報酬 3,885,756 3,901,212 △15,456

給料手当 85,798,064 90,105,256 △4,307,192

臨時雇賃金 939,272 2,001,072 △1,061,800

福利厚生費 18,451,402 18,777,574 △326,172

退職金等共済給付費用 5,205,174,953 5,035,724,976 169,449,977

運用委託費 115,540,348 112,877,670 2,662,678

支払利用助成金 95,802,220 87,693,930 8,108,290

支払慶弔金 281,790,000 283,640,000 △1,850,000

会議費 93,280 142,032 △48,752

旅費交通費 342,724 351,444 △8,720

通信運搬費 24,319,053 21,427,638 2,891,415

減価償却費 1,850,062 2,780,072 △930,010

消耗品費 1,592,473 2,079,850 △487,377

修繕費 246,400 1,701,629 △1,455,229

正味財産増減計算書

令和３年４月１日から令和４年３月31日まで

（単位 ： 円）

科　　目 当年度 前年度 増　　減
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（単位 ： 円）

科　　目 当年度 前年度 増　　減

印刷製本費 27,883,839 31,928,424 △4,044,585

光熱水料費 690,375 670,199 20,176

賃借料 26,757,017 24,229,502 2,527,515

保険料 31,260 32,510 △1,250

諸謝金 75,000 112,500 △37,500

租税公課 22,000 32,000 △10,000

支払負担金 3,107,000 4,334,000 △1,227,000

委託費 40,046,962 39,121,609 925,353

支払手数料 8,488,034 8,603,887 △115,853

渉外費 406,000 200,000 206,000

広告料 27,210,036 7,139,646 20,070,390

雑費 4,107,589 3,840,869 266,720

貸倒引当金繰入額 1,895,276 1,202,188 693,088

② 管理費 54,505,506 39,152,029 15,353,477

役員報酬 3,870,244 3,885,638 △15,394

給料手当 14,257,115 15,453,543 △1,196,428

臨時雇賃金 935,520 997,531 △62,011

退職給付費用 993,345 527,054 466,291

退職金 1,340,570 3,485,937 △2,145,367

福利厚生費 3,635,622 3,755,281 △119,659

会議費 190,192 293,207 △103,015

旅費交通費 9,020 41,010 △31,990

通信運搬費 27,335 27,867 △532

減価償却費 1,242,818 834,951 407,867

消耗什器備品費 161,462 573,852 △412,390

消耗品費 262,655 350,804 △88,149

修繕費 - 228,871 △228,871

印刷製本費 56,073 132,153 △76,080

光熱水料費 115,188 111,824 3,364

賃借料 4,272,557 3,794,278 478,279

保険料 561,670 561,670 -

諸謝金 620,400 620,400 -

租税公課 74,300 45,900 28,400

支払負担金 328,300 328,300 -

支払寄付金 15,000 15,000 -

委託費 19,854,348 1,964,448 17,889,900

支払手数料 634,429 652,919 △18,490

渉外費 4,882 - 4,882

新聞図書費 227,231 218,416 8,815

支払利息 106,806 74,099 32,707

雑費 691,900 167,464 524,436

貸倒引当金繰入額 16,524 9,612 6,912

経常費用計 6,031,051,901 5,823,803,718 207,248,183

当期経常増減額 10,832,607 41,519,477 △30,686,870
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（単位 ： 円）

科　　目 当年度 前年度 増　　減

2 経常外増減の部

⑴ 経常外収益

経常外収益計 - - -

⑵ 経常外費用

経常外費用計 - - -

当期経常外増減額 - - -

税引前当期一般正味財産増減額 10,832,607 41,519,477 △30,686,870

法人税、住民税及び事業税 20,000 20,000 -

当期一般正味財産増減額 10,812,607 41,499,477 △30,686,870

一般正味財産期首残高 907,182,566 865,683,089 41,499,477

一般正味財産期末残高 917,995,173 907,182,566 10,812,607

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基本財産運用益 5,205 5,966 △761

基本財産受取利息 5,205 5,966 △761

一般正味財産への振替額 △5,205 △5,966 761

当期指定正味財産増減額 - - -

指定正味財産期首残高 50,000,000 50,000,000 -

指定正味財産期末残高 50,000,000 50,000,000 -

Ⅲ 正味財産期末残高 967,995,173 957,182,566 10,812,607
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